
概

ダーは新たに6名を任

施

命し、各自SNSでの

策

情報発信や移住イベン

名

トへの参加などを依頼

住

している。移
□ 遅延

環

         
の

境

評価 住後の生活に対す

・

る感想や三島市の魅力

移

を積極的に発信してお

住

り、移住促進に貢献し

定

ている。
□ 進展なし

住

     

□ 維持　

基

■ 拡大 引き続き移住

本

相談や移住に関連する

目

情報発信などを行うと

標

ともに、移住後の支援

快

や、民間事業者と連携

適

したお試
事業区分 □ 

で

自治事務   □ 法

暮

定受託   □ その

ら

他
今後の方向性 □ 縮

し

小　□ 改善 し宿泊体

や

験等を行う。
（改善措

す

置等）□ 休止　□ 

い

終了 移住アンバサダー

ま

の人数も毎年増やしな

ち

がら更なる情報発信の

要

強化を図る。
計画対象

施

□ 実施計画査定対象

策

  □ 行政改革対象

の

 
□ 廃止　　　　 

目

※決算額については、

的

端数処理により、他資

ラ

料の決算額と差異が生

イ

じている場合もありま

フ

す。

ステージによって変化

No. 事

す

務事業名 活動内容 コス

る

ト（事業費：千円）

国

多

・県支出金を伴う事業

様

費補助金 令和　４年度

な

令和　５年度 令和　５

居

年度 令和　６年度 令和

住

　４年度 令和　５年度

ニ

令和　５年度 令和　６

ー

年度
活動指標名 単位

実

ズ

績 計画 実績 計画 決算 当

に

初予算 決算 当初予算
全

応

体事業概要
①

移住・就

じ

業支援補助金の 件 29

て

25 42 25
移住・就

、

業支援補助金 申請件数

住

東京に在住または在勤

宅

の方が、移住し、地域

の

の企業等 34,344

選

38,800 71,0

択

87 48,300
への

肢

就業や起業、移住前の

を

仕事をテレワークで実

提

施す
②

結婚新生活支援

供

補助金の 件 32 30 3

す

9 30
る場合に補助金

る

を交付する。 申請件数

と

結婚新生活支援補助金

と

令和　７年度の優先度

も

経済負担の軽減により

に

若者の婚姻を促進のた

、

め、住宅
③2 の取得費

移

用、賃借費用及び引越

住

費用を補助金する。 　

・

□ Ａ　　　 □ Ｂ

定

　　　 □ Ｃ　　　

住

 □ Ｄ　

移住・就業

の

支援補助金について、

取

令和5年度から18歳

組

未満の世帯員一人当た

を

りの加算額が100万

進

円に増額され、東
■ 

め

計画どおり   
令和

、

　５年度 京圏からのテ

良

レワークによる地方移

質

住の促進もあり、申請

な

件数は増加した。		

住

□ 遅延      

環

   
の評価 結婚新生

境

活支援補助金について

を

、ラジオやチラシ配架

形

による積極的な周知を

成

行ったことにより、申

す

請件数が増加
□ 進展

る

なし     
した。

こ

□ 維持　■ 拡大 移

と

住・就業支援補助金は

。

令和6年度から申請期

施

間の制限が緩和され、

策

結婚新生活支援補助金

の

も申請期間が延長さ
事

方

業区分 □ 自治事務 

向

  □ 法定受託  

移

 □ その他
今後の方

住

向性 □ 縮小　□ 改

・

善 れることにより、多

定

くの方が申請可能とな

住

るよう活用の幅が広が

促

っている。広報にも力

進

を入れ、より多くの方

オ

に
（改善措置等）□ 

ン

休止　□ 終了 利用い

ラ

ただけるよう尽力して

イ

いく。
計画対象 ■ 実

ン

施計画査定対象  □

移

 行政改革対象 
□ 

住

廃止　　　　 

相談や移住・就業支援補助金、結婚新生活支援補助金、奨学金返還支援補助金について相談・申請件数はいずれも増加傾向にある。これらの取組みを進
■ 計画どおり   

令和　５年度 めることで、移住者の増加を目指していく。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 移住・就業支援補助金補助金の申請期間の制限緩和や結婚新生活支援補助金の申請期間延長等を実施し、申請者の更なる増加をねらう。また、お試し移住体験の実施や

今後の方向性 ■ 拡大　　　　 移住アンバサダーの人数増加によるさらなる情報発信の強化を行い、事業を拡大していく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 5年度　　

No. 事務事業名

事

活動内容 コスト（事業

務

費：千円）

移住・定住

事

促進事業 令和　４年度

業

令和　５年度 令和　５

評

年度 令和　６年度 令和

価

　４年度 令和　５年度

表

令和　５年度 令和　６

（

年度
活動指標名 単位

実

個

績 計画 実績 計画 決算 当

票

初予算 決算 当初予算
全

）

体事業概要
①

移住相談

課

　件数 件 153 120

名

161 120
オンライ

企

ンによる移住相談、移

画

住セミナーの実施、テ

戦

レワークによる移住者

略

の受入体制の強化、三

部

島に移住 296 3,4

政

25 4,131 4,4

策

44
した市民自身が三

企

島での生活を情報発信

画

する移住アン
②

移住ア

課

ンバサダーの任命 人 7

作

9 13 12
バサダーに

成

よる情報発信等を行い

日

、本市への移住定住 （

令

累計）
を促進する。 令

和

和　７年度の優先度

③

　

1 　□ Ａ　　　 □

６

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

年

　　 □ Ｄ　

オンラ

　

イン移住相談や県主催

８

移住相談会への参加な

月

どにより161件の移

　

住相談を受けた。
■ 

１

計画どおり   
令和

日

　５年度 移住アンバサ



概

して周知啓発を続ける

施

とともに、次年度は対

策

象者の拡充を狙い制度

名

の要件緩和を行う。
事

住

業区分 □ 自治事務 

環

  □ 法定受託  

境

 □ その他
今後の方

・

向性 □ 縮小　□ 改

移

善
（改善措置等）□ 

住

休止　□ 終了
計画対

定

象 □ 実施計画査定対

住

象  □ 行政改革対

基

象 
□ 廃止　　　　

本

 

※決算額については

目

、端数処理により、他

標

資料の決算額と差異が

快

生じている場合もあり

適

ます。

で暮らしやすいまち

要 施策の目的 ライフステージによって変化する多様な居住ニーズに応じて、住宅の選択肢を提供するとともに、移住・定住の取組を進め、良質な住環境を形成すること。

施策の方向 移住・定住促進

オンライン移住相談や移住・就業支援補助金、結婚新生活支援補助金、奨学金返還支援補助金について相談・申請件数はいずれも増加傾向にある。これらの取組みを進
■ 計画どおり   

令和　５年度 めることで、移住者の増加を目指していく。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 移住・就業支援補助金補助金の申請期間の制限緩和や結婚新生活支援補助金の申請期間延長等を実施し、申請者の更なる増加をねらう。また、お試し移住体験の実施や

今後の方向性 ■ 拡大　　　　 移住アンバサダーの人数増加によるさらなる情報発信の強化を行い、事業を拡大していく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

2 頁

令和 5年度　　

No. 事務事業名

事

活動内容 コスト（事業

務

費：千円）

市単独事業

事

費補助金 令和　４年度

業

令和　５年度 令和　５

評

年度 令和　６年度 令和

価

　４年度 令和　５年度

表

令和　５年度 令和　６

（

年度
活動指標名 単位

実

個

績 計画 実績 計画 決算 当

票

初予算 決算 当初予算
全

）

体事業概要
①

奨学金返

課

還支援補助金の 人 15

名

21 22 25
奨学金返

企

還支援補助金 認定者数

画

（累計）
三島市出身で

戦

大学等卒業後、市内に

略

居住し、市内の中 80

部

6 1,800 1,39

政

9 2,880
小企業等

策

で働きながら奨学金を

企

返還する方に、その奨

画

②学金の返還を最長5

課

年間補助する。

令和　

作

７年度の優先度

③3 　

成

□ Ａ　　　 □ Ｂ

日

　　　 □ Ｃ　　　

令

 □ Ｄ　

ボイスキュ

和

ー、広報みしま、成人

　

式でのチラシの配布な

６

ど地道な周知努力が実

年

を結び、目標値を達成

　

した。
■ 計画どおり

８

   
令和　５年度

□

月

 遅延       

　

  
の評価

□ 進展な

１

し     

■ 維持

日

　□ 拡大 今後も継続


